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推計にあたっての前提条件等

推計年 平成52年（2040年）

推計地区単位 町丁・字別

基準人口 平成22年国勢調査（小地域集計，年齢（5歳階級））

推計手法
コーホート要因法
・推計に用いる仮定値(生残率・純移動率・子ども女性比・0-4歳性比)は、
国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25
年3月推計）』の行政区別仮定値を用い、行政区内の町は同一仮定値
とし、推計

【将来人口推計の方法】

【地区別の人口等の算出対象等について】
・地区別の人口の動向等については、算出の対象を市街化区域（工業専用
地域・臨港地区等を除く）としている。
・地区別の人口密度については、道路や公園などを除く可住地を分母として
算出している。
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○市の人口は、H22年の98万人から、Ｈ52年に78万人になると予測
○高齢化率は25%から38%に増加、生産年齢人口比率は61%から52%に低下
■北九州市の人口推移

出典：総務省「国勢調査（S40～H22）」
国立社会保障・人口問題研究所(日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』（H32～52）

Ⅱ-(1)-① 人口の推移・推計
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1965 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040
S40 S45 S55 H2 H12 H22 H32 H42 H52

0～14歳 26% 24% 23% 18% 14% 13% 12% 10% 10%
15～64歳 69% 70% 68% 69% 67% 61% 56% 55% 52%
65歳以上 5% 6% 9% 13% 19% 25% 32% 34% 38%
計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

生産年齢人口

年少人口

高齢人口

ピーク Ｓ５５
1,065,078人

65歳以上
15～64歳
０～14歳

■年齢別比率

Ｈ２２から
△２０％976,846

784,162
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Ⅱ-(1)-② 人口増減率等の推計（指定都市比較）

○北九州市は、H52年には、人口減少の割合、高齢化率は、指定都市の中で
2番目に高く、生産年齢人口比率は、最も低くなると予測

■Ｈ５２の生産年齢人口比率（指定都市比較）■Ｈ５２の高齢化率（指定都市比較）

■人口増減率（Ｈ２２→Ｈ５２）（指定都市比較）

出典：総務省「平成22年国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』（H52） 20



人口増減について、内訳をみると
○自然動態は、H15年以降マイナスに転じ、今後継続すると推測される
○社会動態は、過去5年間（H22～26年）の年平均で約1,500人程度の減少

Ⅱ-(1)-③ 人口増減・自然増減・社会増減の推移

出典：北九州市「推計人口異動状況」

■自然動態と社会動態の推移
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○世帯数は、S55年に人口が減少に転じた後も増加しているが、今後、減少に
転じるとみられる

Ⅱ-(1)-④ 世帯数の推移
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351,310 367,341
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出典：総務省「国勢調査」（S40～H22）
国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』（H32～52）
国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数将来推計（都道府県別推計）（平成26年4月推計）』（2035年）

推計値

人口

世帯数

ピーク Ｓ５５

(参考)
福岡県世帯数推計
H22年 2,106,657
H47年 2,046,775△3%

減少

S55 から
約２割増

■人口と世帯数の推移
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○出生数は、H2年に1万人を割り込み、近年は8,000人台で推移
○合計特殊出生率は、H17年以降増加し、H25年は1.55人

Ⅱ-(1)-⑤ 出生率・出生数の推移

出生数

合計特殊出生率

■出生率・出生数の推移

出典：厚生労働省「人口動態調査」・北九州市は「北九州市衛生統計年報」 23



Ⅱ-(1)-⑥ DID人口・区域の推移

○人口集中地区(DID）の面積は、S40年からH22年の間に、約1.6倍に拡大
○一方で、人口減少に伴い、DID人口密度は約91人/haから約56人/haに低下
○将来的には、さらにDID人口密度は低下すると予測

■DIDの変遷 ■DID面積・DID人口密度の推移

注）H52DID人口密度は、面積をH22DID面積がH52においても一定と仮定し、
人口を国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口
（平成25年3月推計）」をもとに、北九州市にて試算

ＤＩＤ(Ｓ４０)

ＤＩＤ(Ｈ２２)

市街化区域

出典：S40～H22は、総務省「国勢調査」

出典：国土交通省「国土数値情報（DID人口集中地区）」をもと
に北九州市にて作成
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■DID人口密度（H22）（指定都市比較）

〔 参 考 〕 ■DID人口密度（S45）（指定都市比較）

※S45時点での指定都市は、横浜市・名古屋市・京都市・大阪市・神戸市・北九州市の６都市であり、他の
都市のDID人口・面積は、指定都市移行前の合併市町村の人口・面積を合計している。 出典：総務省「昭和45年・平成22年国勢調査」

Ⅱ-(1)-⑦ DID人口密度（指定都市比較）

○人口集中地区(DID)内の人口密度は、指定都市の中で低密度となっており、
居住構造は他都市に比べ拡散している
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Ⅱ-(1)-⑧ 地区別の人口の動向①

○将来人口を地区別に見ると、総人口が減少するなか、小倉都心とその周辺、
八幡西区北部、小倉南区西部などでは一定の人口集積

■H22人口分布 ■H52人口分布

出典：総務省「平成２２年国勢調査」をもとに
北九州市にて作成

小倉都心と
その周辺

小倉南区
西部

注）平成２２年国勢調査を基準とし、「国立社会保障・人口
問題研究所H25.3推計」に準じて北九州市にて作成
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Ⅱ-(1)-⑧ 地区別の人口の動向②

○人口増減率を地区別にみると、
八幡東区、若松区東部、門司区北部などでは、人口減少率が高く、
小倉南区西部、八幡西区北部などでは人口が増加

■人口増減（H22→H52） 若松区
東部 門司区

北部

八幡東区

小倉南区
西部

八幡西区
北部

27
注）平成２２年国勢調査を基準とし、「国立社会保障・人口問題研究所H25.3推計」に準じて北九州市にて作成



Ⅱ-(1)-⑨ 地区別の人口密度の動向①

○人口密度を地区別に見ると、Ｈ52年には、八幡東区、若松区東部、門司区北
部などで密度が大きく低下

■H22人口密度 ■H52人口密度 門司区
北部

若松区
東部

八幡東区

出典：総務省「平成２２年国勢調査」をもとに
北九州市にて作成
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注）平成２２年国勢調査を基準とし、「国立社会保障・人口
問題研究所H25.3推計」に準じて北九州市にて作成



Ⅱ-(1)-⑨ 地区別の人口密度の動向②

○人口密度増減を地区別に見ると、ＪＲ戸畑駅周辺、ＪＲ門司駅周辺などの
市街地中心部ほど密度の低下が大きく、小倉南区西部や八幡西区北部で密度
が高くなる

■人口密度増減（H22→H52）

小倉南区
西部

八幡西区
北部

29
注）平成２２年国勢調査を基準とし、「国立社会保障・人口問題研究所H25.3推計」に準じて北九州市にて作成



Ⅱ-(1)-⑩ 地区別の高齢化率の動向

○将来の高齢化率を地区別に見ると、八幡東区、若松区東部、門司区北部など
で高くなる

■H22高齢化率 ■H52高齢化率

若松区
東部

八幡東区

門司区
北部

出典：総務省「平成22年国勢調査」をもとに北九州市にて作成
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注）平成２２年国勢調査を基準とし、「国立社会保障・人口
問題研究所H25.3推計」に準じて北九州市にて作成
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■S51土地利用状況

出典：国土交通省「国土数値情報土地利用細分メッシュデータ」

Ⅱ-(2)-① 土地利用状況の動向

○市街地周辺において開発が進み、主に農地や森林から土地利用転換して、
都市的利用が拡大

土地利用状況
図

建物用地の面積
1976年：約9,000ha

建物用地の面積
2009年：約17,100ha

■H21土地利用状況
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Ⅱ-(2)-② 開発許可の状況

33

○市街化調整区域の開発許可面積は、減少傾向にあるが、近年においても、
一定の開発圧力は存在
■開発許可面積（累計）及び開発許可件数の推移

[ 開発面積累計：千㎡ ] [ 開発許可件数：件 ] 

出典：北九州市開発許可件数をもとに作成
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■市街化調整区域における

開発面積累計 [市街化調整区域 ]（千ｍ２） 開発面積累計 [市街化区域 ]（千ｍ２） 開発許可件数 [市街化調整区域 ] 



Ⅱ-(2)-③ 用途地域の指定状況

○市街化区域は20,435haで市域の41.5％
○用途地域は住居系58.8%、商業系9.6%、工業系31.6％(うち、工業専用地
域19.0％)で構成される
■用途地域等指定状況

出典：北九州市「都市計画情報」
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■住宅総数と空き家総数の推移

出典：総務省「住宅・土地統計調査（S5～H25年）」

○空き家（賃貸用や別荘等以外の長期不在等のもの）の率は、H5年の3％台
からH25年は5.6％に増加

○今後、世帯数が減少に転じた場合、さらに空き家の増加が懸念

注）空き家は、二次的住宅（別荘等）賃貸用・売却用の住宅
以外の長期不在の住宅など（その他の住宅）である。

注）H25年は、速報値。



Ⅱ-(2)-⑤ 空き地(低未利用地)の状況

■中心市街地 および その周辺における空き地の発生状況（小倉都心地区）

○小倉都心地区についてみると、未利用地が点在
○未利用地が増加した場合、都心の賑わいや拠点機能の低下が懸念

中心市街地[小倉都心地区]：380haの
うち、未利用地等空き地：約19ha

中心市街地の約5％が空地

出典：北九州市「平成22年都市計画基礎調査」

■小倉都心地区の未利用地
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